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第９章 災害復旧計画 

１ 災害復旧の基本方針 

災害が発生した際には、速やかに、被災施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を

行うことにより、被災地の復興へとつなげていく必要がある。 

このため、町及び道は、防災関係機関との適切な役割分担及び連携の下、被災地域の

特性や被災状況、関係する公共施設管理者の意向等を勘案し、迅速な原状復旧を目指す

のか、災害に強いまちづくり等の中長期的課題の解決をも図る計画的復興を目指すのか

について早急に検討し、基本となる方向を定め、又は、これに基づき計画を作成するこ

とにより、計画的に災害復旧事業を実施するものとする。 

併せて、災害に伴い生じた廃棄物については、広域的な処理を含めた計画的な収集・

運搬・処分により、適切かつ速やかに廃棄物処理を行うものとする。 

また、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよ

う、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連

携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）の実施等により、

見守り・相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災

者が容易に支援制度を知ることができる環境の整備に努めるものとする。 

なお、著しく異常かつ激甚な非常災害が発生し、国に緊急災害対策本部が設置され、

当該災害からの復興を推進するため特別の必要があると認めるときは、大規模災害から

の復興に関する法律（平成 25年法律第 55号）に基づき、被災地の復興を図るため必要

となる措置を行うものとする。 

(１) 実施責任者 

町長、その他の執行機関、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、指定公共機

関及び指定地方公共機関、その他法令の規定により、災害復旧の実施について責任を

有するものが実施するものとする。 

(２) 復旧工事の実施 

 ア 応急復旧工事 

復旧工事が長期にわたる場合は、必要最小限の復旧を図った後、随時全面的な復旧

工事を実施するものとする。 

 イ 補強、改修復旧工事 

   応急資材による仮工事等の復旧による施設、設備は、早急に補強及び改修工事を実

施するものとする。 
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 ウ 緊急復旧工事 

   被災後、速やかに復旧を図らなければ、さらに被害が増大するおそれのある施設、

設備については、速やかに適切な復旧措置を実施するものとする。 

２ 復旧事業計画 

公共施設の災害復旧事業計画は概ね次の計画とする。 

(１) 公共土木施設災害復旧計画 

ア 河川公共土木施設災害復旧計画 

イ 砂防設備公共土木施設災害復旧計画 

ウ 地すべり防止施設公共土木施設災害復旧計画 

エ 急傾斜地崩壊防止施設公共土木施設災害復旧計画 

オ 道路公共土木施設災害復旧計画 

カ 下水道公共土木施設災害復旧計画 

キ 公園公共土木施設災害復旧計画 

(２) 農林水産施設災害復旧事業計画 

(３) 上・下水道災害復旧事業計画 

(４) 住宅災害復旧事業計画 

(５) 社会福祉施設災害復旧事業計画 

(６) 医療施設災害復旧事業計画 

(７) 学校教育施設災害復旧事業計画 

(８) 社会教育施設災害復旧事業計画 

(９) その他の災害復旧事業計画 

３ 災害復旧予算措置 

災害復旧事業その他の関係事業に要する費用は、別に法律の定めるところにより、予

算の範囲内において実施する。 

４ 激甚災害に係る財政援助措置 

著しい激甚である災害が発生した場合には、町は被害状況を速やかに調査把握し、早

期に「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」による指定が受けら

れるよう措置して、公共施設の災害復旧事業が円滑に行われるよう努めるものとする。 

５ 応急金融対策 

(１) 農林業者に対する応急融資 

   被災した農林業者に対し、次のとおり融資制度の導入を積極的に推進し、農林業経

営の維持安定を図る。 
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ア 天災による被害農林業者等に対する資金の融資に関する暫定措置法の運用を図り、

低利の経営資金を導入する。 

イ 農林漁業金融公庫資金の積極的な活用を図るものとし、このため自作農維持資金及

び農地等の復旧資金等長期低利の資金の導入を図る。 

(２) 生活確保資金融資 

災害を受けた低所得者に対する資金の融資・貸付金等の対策は次によるものとする。  

ア 生業資金の貸付  

被災した生活困窮者等の再起に必要な事業資金、その他小額融資の貸付資金を確保

するため次の資金等の導入に努める。  

(ア) 災害救助法による生業に必要な資金  

(イ) 生活福祉資金の災害援護資金  

(ウ) 母子福祉資金  

(エ) 国民金融公庫資金  

① 更正資金  

② 恩給担保貸付金  

③ 遺族国庫債券担保資金  

④ 引揚者国庫債券担保資金  

イ 被災世帯に対する住宅融資  

低所得世帯あるいは母子世帯で災害により住宅を失い又は破損等のために居住する

ことができなくなった場合、住宅を修理し又は非住宅を改造する等のための資金を必

要とする世帯に対して次の資金の導入に努める。  

(ア) 生活福祉資金の災害援護資金又は住宅資金。  

(イ) 母子福祉資金の住宅資金。 

(３) 応急金融の大綱 

応急金融の融資の名称、取扱期間等の大綱は、道地域防災計画の災害応急金融計画

の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


